
Ⅰ．貸  借  対  照  表

(平成２２年４月３０日現在)

　　（単位：百万円）

科      目 金     額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 ２２，５７５ 流 動 負 債 １９，０９０

現金及び預金     ３，４０７ 買掛金 １１，７５９

受取手形 ２１ 一年内返済予定長期借入金 ２００

売掛金 ２，０１４ 短期リース債務 ７５

商品 １４，４４３ 未払金 １,２８７

貯蔵品 ２ 設備関係未払金 ５１７

預け金 ４４５ 未払費用 ２，３１４

前渡金 ２６ 未払法人税等 １６６

前払費用 ７１２ 預り金 ２，００８

一年内返済予定長期貸付金 １１ 前受収益 ２３８

未収入金 ７７２ 一年内返済予定長期未払金 ３７５

未収消費税等 ６９３ 店舗閉鎖損失引当金 １６

その他 ６６ その他 １３５

貸倒引当金 △ 　３７

固 定 資 産 ３６，０２０ 固 定 負 債 １０，１３０

 有 形 固 定 資 産 ２２，８３５ 長期借入金 ４００

建物 １０，１０９ 長期リース債務 ８４

構築物 １１０ 長期未払金 ７，１２１

車両運搬具 ０ 預り保証金 １，４８８

工具器具備品 ２，５８４ デリバティブ負債 ９８９

土地 ９，９４２ 繰延税金負債 ４８

建設仮勘定 ９０

 無 形 固 定 資 産 ９５５ 負 債 合 計 ２９，２２０

借地権 ７８９ ( 純 資 産 の 部 )

ソフトウエア １６４ 株主資本 ２９，３０６

その他 ２ 資  本  金 ４，０００

 投 資 そ の 他 の 資 産 １２，２３０

投資有価証券 １，３３５ 資本剰余金 ５，５１６

関係会社株式 １１  資本準備金 ５，５１６

長期貸付金 １８６

関係会社長期貸付金 １，１００

長期未収入金 ７６７ 利益剰余金 １９，７９０

長期前払費用 ５８  その他利益剰余金 １９，７９０

敷金保証金 １１，２２５ 繰越利益剰余金 １９，７９０

破産更生債権等 ８９３ 評価・換算差額等 ６９

その他 ６３４ その他有価証券評価差額金 ６９

貸倒引当金 △ ３，９７９

純　資　産　合　計 ２９，３７５

資  産  合  計 ５８，５９５ 負債・純資産合計 ５８，５９５

（注）百万円未満を四捨五入して表示しております。

科      目 金     額



Ⅱ．損  益  計  算  書

自 平成２１年 ５月　１日

至 平成２２年　４月３０日

（単位：百万円）

科            目 金           額

売上高 １１７，１０８

売上原価 ９１，５２３

売上総利益 ２５，５８５

営業収入

店舗賃貸料 ７１

料金収入 ８９５ ９６６

営業総利益 ２６，５５１

販売費及び一般管理費 ２８，４３２

営業損失 １，８８１

営業外収益

受取利息及び受取配当金 １９６

源泉税還付加算金 ６４

その他 ２３７ ４９７

営業外費用

支払利息 ２１

デリバティブ損失 ３１

その他 ４３ ９５

経常損失 １,４７９

特別利益

貸倒引当金戻入益 １４０

ポイント制度終了益 ６２

その他 ６ ２０８

特別損失

固定資産除売却損 ６５

投資有価証券売却損 ４７

店舗閉鎖損失 １５８

事業譲渡精算額 ４７３

退職年金一時金支給確定額 ４５３

その他 ３９ １,２３５

税引前当期純損失 ２，５０６

法人税、住民税及び事業税 １３７

当期純損失 ２，６４３



（単位：百万円）

株　　主　　資　　本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金 株主資本

合計

前期末残高 ５,５１６ ２２,４３３ ２２,４３３

当期変動額

　当期純損失 △２,６４３ △２,６４３

当期変動額合計 △２,６４３ △２,６４３

当期末残高 ５,５１６ １９，７９０ １９，７９０

評価・換算差額等

純資産合計

　

 

前期末残高

当期変動額

　当期純損失

当期変動額合計

当期末残高

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

３９４

△　３２５

その他有価証券

評価差額金

５,５１６

２９，３７５

△２，２４９

３９４

△２，６４３

６９

３９４

６９

差額等合計

△２，６４３

４,０００ ２９，３０６

３１，６２４

Ⅲ．株主資本等変動計算書

４,０００ ３１,９４９

　自　平成２１年 ５月　１日

　至　平成２２年　４月３０日

△２，６４３

評価・換算

３９４

３９４

△　３２５

利益

剰余金

合計

資本金

資本

剰余金

合計

資本準備金

５,５１６

繰越
利益

剰余金



Ⅳ．個別注記表

   重要な会計方針に係わる事項

1.有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

（２）その他有価証券

　　　①時価のあるもの

　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　売却原価は主として移動平均法により算定）を採用しております。

　　　②時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用しております。

（３）デリバティブ

　　　時価法を採用しております。

2.たな卸資産の評価基準及び評価方法

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法に

よって算定）によっております。ただし、生鮮食品については最終仕入原価法によって

おります。

3.固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　建物は定額法、その他の有形固定資産については定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　　　　２ ～　５０年

器具備品　　　　　　　　４ ～　２０年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法を採用しております。

　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

　　　づく定額法を採用しております。

（３）リース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

4.重要な引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

　　　貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

　　　計上しております。
（２）店舗閉鎖損失引当金

　　　店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる損失額を計上しており

　　　ます。

5.重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

6.消費税等の会計処理方法
税抜方式を採用しております。



（２）重要な会計方針の変更

特にありません。

（３）貸借対照表に関する注記

　　　1.担保に供している資産及び担保に係る債務

　　　　（1）担保に供している資産

定期預金 ３９ 百万円

建物 ２，９９６ 百万円

土地 ４，６０１ 百万円

借地権 １３０ 百万円

差入敷金保証金 ４，４８９ 百万円

投資有価証券 ５ 百万円

計 １２，２６０ 百万円

　　　　（2）担保に係る債務

未払金 ３７５ 百万円

長期リース債務 １８ 百万円

長期未払金 ４，９９７ 百万円

買掛金 ２ 百万円

計 ５，３９２ 百万円

      2.有形固定資産減価償却累計額 １３，６６２ 百万円

　　　3.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 ５９８ 百万円

長期金銭債権 １，１７４ 百万円

短期金銭債務 ４，０７９ 百万円

長期金銭債務 １，４０８ 百万円

（４）損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

営業取引高

商品売上高及び店舗賃貸料他 １８８ 百万円

商   品   仕    入   高 １１,９２９ 百万円

販売費及び一般管理費 ３,３３９ 百万円

営業取引以外の取引高 ５３４ 百万円

２．期末棚卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、棚卸資産評価損が

売上原価に525百万円含まれております。



（５）株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末日における発行済株式数に関する事項

普通株式 株

２．当事業年度末における自己株式の数に関する事項

普通株式 株

全部取得条項付種類株式 株

（注）前事業年度末に自己株式として保有していた全部取得条項付種類株式80,000株

　　　につきましては、平成21年7月28日付で全株消却しております。

（６）金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
当社は、資金運用については短期的ものについては預金等に限定しております。
長期的なものにつきましては、投資有価証券及びデリバティブ取引を行っております。
また、当社は小売業者である為、売掛金になるものはクレジット取引による信販会社向け債権
が多く、卸売事業による売掛金・受取手形は与信管理によって、リスク低減を図っております。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を
行っております。
借入金の使途は設備投資資金であります。なおデリバティブは内部管理規程に従い、行って
おります。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成22年4月30日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて
おりません。

（単位:百万円）
項目 貸借対照表計上額（※２） 時価（※２） 差額

（1） 現金及び預金
（2） 受取手形
（3） 売掛金
（4） 預け金
（5） 一年内返済予定長期貸付金
（6） 未収入金
（7） 投資有価証券
（8） 長期貸付金（※１）

貸倒引当金

（9） 長期未収入金
（10）買掛金
（11）一年内返済予定長期借入金
（12）短期リース債務
（13）未払金
（14）設備関係未払金
（15）預り金
（16）一年内返済予定長期未払金
（17）長期借入金
（18）長期リース債務
（19）長期未払金
（20）デリバティブ負債

※１.長期貸付金、につきましては個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
※２.負債に計上しているものについては、（　　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）売掛金、（４）預け金、（６）未収入金
（１０）買掛金、（１３）未払金、（１４）設備関係未払金及び（１５）預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

（７）投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（５）一年内返済予定長期貸付金及び（８）長期貸付金
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される
利率で割り引いて算定する方法によっております。

（９）長期未収入金、（１６）一年内返済予定長期未払金、（１９）長期未払金
　　これらはの時価については、回収または支払われる金額を一定の利率で割り引いて算定

する方法によっております。

（１１）一年内返済予定長期借入金、（１７）長期借入金、（１２）短期リース債務及び
（１８）長期リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入又はリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（２０）デリバティブ取引
証券会社より届けられる時価情報によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位:百万円）

項目 貸借対照表計上額（※２）
（1） 関係会社株式
（2） 長期貸付金（※１）

貸倒引当金

（3） 関係会社長期貸付金（※１）
貸倒引当金

（4） 長期未収入金（※１）
貸倒引当金

（5） 敷金保証金（※１）
貸倒引当金

（6） 破産更生債権等（※１）
貸倒引当金

（7） 長期未払金
（8） 預り保証金
※１．長期貸付金、関係会社長期貸付金、長期未収入金
　　　敷金保証金及び破産更生債権等につきましては個別に
　　　計上している貸倒引当金を控除しております。
※２．負債に計上しているものについては、（　　）で示しております。

（１）関係会社株式、（２）長期貸付金、（３）関係会社長期貸付金
（４）長期未収入金、（５）敷金保証金、（６）破産更生債権等、（７）長期未払金及び
（８）預り保証金

これらは、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積ることができません。
したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の表示を
しておりません。

（追加情報）
当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年3月10日）
及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20
年3月10日）を適用しております。
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（７）賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　　当社では、北海道その他の地域において、賃貸用の土地、建物を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

　　　 金額であります。

（注2）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額

　　　 （指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

（追加情報）

当事業年度より、「賃貸不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　

平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11月28日）を適用しております。

（８）税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な内容は、貸倒引当金損金算入限度超過額、関係会社株式評価損及び繰越

欠損金であります。繰延税金資産については、評価性引当金を全額計上しております。

また、繰延税金負債を、有価証券評価差額金に対して計上しております。

（９）リースにより使用する固定資産に関する注記

1.オペレーティング・リース取引

　賃貸借契約によるリース取引
　未経過リース料 １年以内 1,969百万円

１年超 12,014百万円
合　　計 13,983百万円

（注）当社がオーナーと締結している賃貸借契約のうち解約不能条項
　　　が付されているものについて記載しております。

貸借対照表計上額

６，６２０ ６，４４２

時価



1．親会社 （単位：百万円）

親会社 ㈱ドン・キホーテ 被所有 商品の供給 １１，９１６ 買掛金 ２，５２１

　直接100.0％

CMSによる ＣＭＳ預入（注３） １５５，１４３

資金管理 ＣＭＳ払い出し（注３） １６０，４４２

クレジット クレジット取扱（注４） ２２，００７ 売掛金

加盟店契約 クレジット回収（注４） ２１，７９３

２.兄弟会社等 （単位：百万円）

（注１）

親会社の 日本商業施設㈱ 長崎屋店舗 ２，８５３ 前受収益 ２３８

子会社 におけるテ 預り金 ９１７

５人 ナント事業 未収金 ３９６

運営

保証金預り ８０９ 預り保証金 １，４０８

違約金支払 ４６７ 未払金

固定資産の取得 ４６７

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

店舗の賃貸

８６３

期末残高取引金額 科目

（注２）

（兼任）

取引の内容

役員の

商品の仕入

の関係

（兼任）

役員の 事業上

の名称 （被所有）割合 兼任等

５人

（１０）関連当事者との取引に関する注記

属性 会社等 議決権等の所有 取引の内容関係内容 期末残高

（注２）

取引金額 科目

預り金 ７４４

属性 会社等 議決権等の所有 関係内容

１，９３７

事業上

の名称 （被所有）割合 兼任等 の関係



１．１株当たり純資産額 ３８６，５１３，１７５円２０銭

２．１株当たり当期純利益 △３４，７７６，４６２円５４銭

　　　特にありません。

１．追加情報

　　　　平成21年9月23日にて、ポイント制度を廃止しております。

　　　　それによる特別利益62百万を計上しております。

（１１）１株当たり情報に関する注記

（１２）重要な後発事象に関する注記

（１３）その他に関する注記


